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7E-K004-002

通所介護、介護予防型デイサービス

重要事項説明書
＜令和 8年 6 月 1日現在＞

1、事業の目的

社会福祉法人京都悠仁福祉会が開設するヴィラ山科デイサービスセンター(以下「事業所」とい

う。)が行う指定通所介護、指定介護予防型デイサービス（以下「事業」という。）の適正な運営を確

保するために人員及び管理運営に関する事項を定め、事業所の生活相談員、看護職員、機能訓練指導員

及び介護職員が、要介護状態もしくは要支援状態にある高齢者又は事業対象者に対し、その有する能力

に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、生活機能の維持又は向上を目指し、必要な日常生活

上の介護及び機能訓練などを行うことにより、利用者の社会的孤立感の解消及び心身の機能の維持並び

に利用者の家族の身体的及び精神的負担の軽減を図るものとします。

2、運営の方針

(1)事業の実施に当たっては、ご利用者の意思及び人格を尊重して、常にご利用者の立場に立ったサー

ビスの提供に努めるものとします。

(2)地域との結びつきを重視し、関係市町村、地域住民団体、居宅介護支援事業者、地域包括支援セン

ター及びその他の居宅サービス事業者、介護予防サービス事業者並びにその他の保健医療サービス及

び福祉サービスを提供する者と綿密な連携を図り、総合的なサービスの提供に努めるものとします。

(3)介護保険法その他の法令、「京都市介護保険法に基づく事業及び施設の人員、設備及び運営の基準

等に関する条例(平成 25 年 1 月 9 日京都市条例第 39 号)」及び「指定居宅サービス等の事業の人員、

設備及び運営に関する基準（平成 11 年 3 月 31 日厚生省令第 37 号）」のほか、「京都市介護予防・

日常生活支援総合事業実施要綱」等に定める内容を遵守し、事業を実施するものとします。

(4)ＩＳＯ9001：2015(ＪＩＳ Ｑ9001：2015)の規格要求事項に従い、品質マネジメントシステムを確立

し、文書化し、実施し、且つ維持することで業務の有効性を継続的に改善します。

3、運営法人の概要

名称・法人種別 社会福祉法人 京都悠仁福祉会

代 表 者 名 理事長 武田隆久

所在地・連絡先

（住所） 京都市伏見区深草正覚町23番

（電話）075-561-6550

（FAX） 075-561-6552

4、事業所の概要

（1）事業所名称及び事業所番号

事 業 所 名 ヴィラ山科デイサービスセンター

所在地・連絡先

（住所）京都市山科区大宅御所田町115番地1

（電話）075-572-6677

（FAX）075-575-5055

事業種別 通所介護及び介護予防型デイサービス

事業所番号 2674100041

管理者の氏名 野田太司

利用定員 35名/日
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（2）事業所の職員体制

従業者の職種 人数
区分

職 務 の 内 容
常勤 非常勤

管理者 1人
1人

（内兼務1人）

事業所の従業者及び業務の管理を一元

的に行うとともに、従業者に事業に関す

る法令等の規定を遵守させるため必要

な指揮命令を行います。

生活相談員 4人
4人

（内兼務3人）

ご利用者の生活向上を図るため、ご利用

者からの相談に応じるとともに、必要な

助言、その他の援助等を行います。

介護職員 11人
4人

（内兼務3人）

7人

(内兼務0人）

ご利用者の入浴、食事等の介護サービス

を提供し，又は必要な支援を行います。

看護職員 5人
1人

（内兼務1人）

4人

（内兼務4人）

ご利用者の健康管理業務等を行います。

機能訓練指導員 6人
2人

（内兼務2人）

4人

（内兼務4人）

機能の減退を防止するための訓練指導

及び助言を行います。

介助員 4人 4人

ご利用者の送迎時の介助、車の運転、設

備の管理等又は介護職員の補助を行い

ます。

介護補助員 1人 1人 介護業務の補助的業務を行う。

（3）職員の勤務体制

従業者の職種 勤務体制

管理者 正規の勤務時間帯（ 午前8時30分 ～ 午後5時 ）

生活相談員 正規の勤務時間帯（ 午前8時30分 ～ 午後5時 ）

介護職員 正規の勤務時間帯（ 午前8時30分 ～ 午後5時 ）

看護職員 正規の勤務時間帯（ 午前8時30分 ～ 午後5時 ）

機能訓練指導員 正規の勤務時間帯（ 午前8時30分 ～ 午後5時 ）

（4）通常の事業の実施地域

通常の事業の実施地域 山科区全域、伏見区醍醐支所管内、大津市藤尾学区

※ 上記地域以外でもご希望の方はご相談ください。

（5）営業日等

営業日 月曜日～土曜日（祝日も営業します）

営業時間 午前8時30分 ～ 午後5時

サービス提供時間 午前9時 ～ 午後5時

営業しない日 日曜日・年末年始（12月30日～1月3日）

5、サービスの内容

介護保険サービス（介護予防・生活支援サービス事業含む）の内容

種 類 内 容

食事の提供
ご利用者の状況に応じて適切な食事介助を行うと共に、食事の自立について

も適切な援助を行います。食事サービスの利用は任意です。
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入浴サービス 入浴又は清拭を行います。入浴サービスの利用は任意です。

種 類 内 容

排泄支援
ご利用者の状況に応じて適切な排泄介助を行うと共に、排泄の自立について

も適切な援助を行います。

機能訓練

機能訓練指導員によりご利用者の状況に適した機能訓練を行い、身体機能の

低下を防止するよう努めます。

＜当事業所の保有するリハビリ器具＞

平行棒1台、エルゴメーター、車いす 4台

健康チェック 血圧測定等ご利用者の全身状態の把握を行います。

レクリエーション 各種レクリエーションを実施します。

送 迎 ご自宅から事業所までの送迎を行います。

アクテビティ 集団での活動や運動を実施します。

相談及び援助 ご利用者とその家族からのご相談に応じます。

６、介護保険対象の費用（通所介護）

(1)基本料金（通常規模）

時間 基本単位 1 割負担額 2 割負担額 3 割負担額

要介護１

（１回あたり）

① 370 単位 387 円 774 円 1,160 円

② 388 単位 406 円 811 円 1,217 円

③ 570 単位 596 円 1,192 円 1,787 円

④ 584 単位 611 円 1,221 円 1,831 円

⑤ 658 単位 688 円 1,376 円 2,063 円

要介護２

（１回あたり）

① 423 単位 442 円 884 円 1,326 円

② 444 単位 464 円 928 円 1,392 円

③ 673 単位 704 円 1,407 円 2,110 円

④ 689 単位 720 円 1,441 円 2,160 円

⑤ 777 単位 812 円 1,624 円 2,436 円

要介護３

（１回あたり）

① 479 単位 501 円 1,001 円 1,502 円

② 502 単位 525 円 1,049 円 1,574 円

③ 777 単位 812 円 1,624 円 2,436 円

④ 796 単位 832 円 1,664 円 2,496 円

⑤ 900 単位 941 円 1,881 円 2,822 円

要介護４

（１回あたり）

① 533 単位 557 円 1,114 円 1,671 円

② 560 単位 586 円 1,171 円 1,756 円

③ 880 単位 920 円 1,840 円 2,759 円

④ 901 単位 942 円 1,883 円 2,825 円

⑤ 1023 単位 1,070 円 2,138 円 3,207 円

要介護５

（１回あたり）

① 588 単位 615 円 1,229 円 1,844 円

② 617 単位 645 円 1,290 円 1,935 円

③ 984 単位 1,029 円 2,057 円 3,085 円

④ 1008 単位 1,054 円 2,107 円 3,160 円

⑤ 1148 単位 1,200 円 2,400 円 3,599 円

※１ 通所介護利用者の金額は１回あたりの単位数に地域単価（10.45 円）を乗じて計算しております。
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※２ ○数字は居宅サービス計画に基づく通所介護の利用時間です。

1 ３時間以上４時間未満（心身の状況から長時間利用できないなどの場合）

2 ４時間以上５時間未満

3 ５時間以上６時間未満

4 ６時間以上７時間未満

5 ７時間以上８時間未満

※３ 通所介護の料金算定の基本となる時間は、実際にサービス提供に要した時間ではなく、ご利用者の

居宅サービス計画に定められたサービスにかかる標準的な時間を基準とします。

※４ 介護保険サービスにおいて、法律等により定められた利用限度額を超えたサービス利用に係る利

用料金は、当事業者が別に設定したものとなり、全額がご利用者の自己負担となります。(ご利用の際

は必ずご相談ください。)

※５ ご利用者が保険料を滞納されているなどの理由により、当事業所に対して介護保険サービスに係

る給付等が行われない場合、利用料金全額（10 割負担）をお支払い頂きます。利用料のお支払いと引

き換えにサービス提供証明書と領収証を発行します。還付手続き等につきましてはご利用者で行って

ください。

（2）各種加算料金

加算名 １割負担額 ２割負担額 ３割負担額 備 考

入浴介助加算（Ⅰ）

（１日 40 単位）

42 円 84 円 126 円

デイサービスにて入浴介助を行った

場合に算定します。ここでいう介助に

は、自立支援のために直接的な介助を

行わず、見守りや声掛けでの介助も含

みます。また、体調不良等により入浴

されなかった場合は算定しません。

個別機能訓練加算（Ⅰ）イ

（1 日 56 単位）
59 円 117 円 176 円

専ら機能訓練指導員の職務に従事す

る理学療法士等を１名以上配置した

上で、機能訓練指導員等が共同で契約

者の生活機能向上に資するように契

約者ごとの心身状況を重視した「個別

機能訓練計画」を作成し、その内容に

基づいて機能訓練（リハビリ体操な

ど）を実施した場合に算定します。

個別機能訓練加算（Ⅰ）ロ

（1 日 76 単位）
80 円 159 円 239 円

専ら機能訓練指導員の職務に従事す

る理学療法士等１名に加えて、さらに

１名以上配置した上で、機能訓練指導

員等が共同でご利用者の生活機能向

上に資するようにご利用者ごとの心

身状況を重視した「個別機能訓練計

画」を作成し、その内容に基づいて機

能訓練（リハビリ体操など）を実施し

た場合に算定します。
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加算名 １割負担額 ２割負担額 ３割負担額 備 考

個別機能訓練加算（Ⅱ）

（1月 20 単位）
21 円 42 円 63 円

個別機能訓練計画における「ADL」

「IADL」「起居動作」「健康状態」

「個別機能訓練の目標」「個別機能

訓練の内容」等を、厚生労働省所管

の科学的介護情報システム（LIFE）

に提出し、個別機能訓練計画の作成

・実施・評価・改善の一連のサイク

ルにつなげる管理を行った際に算定

します。

サービス提供体制強化加算（Ⅰ）

（１日 22 単位）
23 円 46 円 69 円

より専門的な介護を行える体制とし

て、事業所の介護職員のうち介護福祉

士の占める割合が常勤換算で７０％

以上もしくは勤続 10 年以上の介護福

祉士が 25％以上の配置がある場合に

算定します。

サービス提供体制強化加算（Ⅱ）

（１日 18 単位）
19 円 38 円 57 円

より専門的な介護を行える体制とし

て、事業所の介護職員のうち介護福祉

士の占める割合が常勤換算で５０％

以上である場合に算定します。

サービス提供体制強化加算（Ⅲ）

（１日 ６単位）
7 円 13 円 19 円

より専門的な介護を行える体制とし

て、事業所の介護職員のうち介護福祉

士の占める割合が常勤換算で４０％

以上もしくは勤続 7年以上の介護福祉

士が 30％以上の配置がある場合に算

定します。

科学的介護推進体制加算

（1月 40 単位） 42 円 84 円 126 円

ご利用者全員を対象として、ご利用

者ごとの心身の状況等やケアの内

容、リハビリテーション等のデータ

を厚生労働省へ提出し、厚生労働省

からのフィードバックを活用しつつ

ケアの質向上を図る取組みを実施し

ている場合に算定します。

認知症加算

（1日 60 単位）
63 円 126 円 189 円

看護職員又は介護職員の員数に加

え、看護又は介護職員を常勤換算方

法で２名以上確保している場合で、

認知症高齢者の日常生活自立度Ⅲ以

上のご利用者が占める割合が 15％、

また指定通所介護を行う時間帯を通

じて、専ら当該指定通所介護の提供

に当たる認知症介護指導者研修、認

知症介護実践リーダー研修、認知症

介護実践者研修等を修了した者を１

名以上配置した場合に算定します。
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加算名 １割負担額 ２割負担額 ３割負担額 備 考

若年性認知症利用者受入加算

（１日 60 単位）
63 円 126 円 189 円

若年性認知症利用者に対してサービ

ス提供を行った場合に算定します。

中重度者ケア体制加算

（1日 45 単位）
47 円 94 円 141 円

看護職員又は介護職員の員数に加

え、看護又は介護職員を常勤換算方

法で２名以上確保している場合で、

要介護３以上のご利用者が占める割

合が３０％以上、また指定通所介護

を行う時間帯を通じて、専ら当該指

定通所介護の提供に当たる看護職員

を１名以上配置した場合に算定しま

す。

Ａ

Ｄ

Ｌ

維

持

等

加

算

ＡＤＬ維持等加算（Ⅰ）

（１月 30 単位）
32 円 63 円 94 円

厚生労働省所管の科学的介護情報シ

ステム（LIFE）に提出する評価をも

とに、自立支援・重度化防止の観点

から、ＡＤＬ（日常生活動作）の維

持又は改善の度合いが一定の水準を

超えた場合に算定します。

厚生労働省が定める基準（ADL 利得

値）に照らし、改善率が高い場合は

Ⅱを、低い場合はⅠを算定します。

ＡＤＬ維持等加算（Ⅱ）

（１月 60 単位）
63 円 126 円 189 円

送迎未実施減算

（－47 単位／片道）
-50 円 -99 円 -148 円

送迎を行わない場合は片道単位で減

額します。

介護職員等処遇改善

加算（Ⅰ）ロ
1 月につき所定の単位×120/1000

キャリアパス要件及び職場環境等要

件を満たし、介護職員の処遇改善等

を実施しているものとして、所定単

位数（基本サービス費に各種加算減

算を加えた総単位）に 12.0％を乗じ

た単位数を加算します。

7、介護保険対象の費用（介護予防型デイサービス）

(1)基本料金

介護予防型デイサービス 基本単位 1割負担額 2割負担額 3割負担額

事業対象者の

週 1 回程度利用

(1 月あたり)

入浴あり 1,798 単位 1,879 円 3,758 円 5,637 円

入浴なし 1,598 単位 1,670 円 3,340 円 5,010 円

事業対象者の

週 2 回程度利用

(1 月あたり)

入浴あり 3,621 単位 3,784 円 7,568 円 11,352 円

入浴なし 3,221 単位 3,366 円 6,732 円 10,098 円

※１ 日常生活支援総合事業対象者の契約者の利用料金は 1 月あたりの単位数に地域単価

（10.45 円）を乗じて計算しております。

※２ 介護保険サービスにおいて、法律等により定められた利用限度額を超えたサービス利用

に係る利用料金は、当事業者が別に設定したものとなり、全額がご利用者の自己負担と

なります。(ご利用の際は必ずご相談ください。)
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※３ ご利用者が保険料を滞納されているなどの理由により、当事業所に対して介護保険サー

ビスに係る給付等が行われない場合、利用料金全額（10 割負担）をお支払い頂きます。

利用料のお支払いと引き換えにサービス提供証明書と領収証を発行します。還付手続き

等につきましてはご利用者で行ってください。

(2)各種加算料金

加算名 １割負担額 ２割負担額 3 割負担額 備 考

若年性認知症利用者受入加算

（１月 240 単位）
251 円 502 円 753 円

若年性認知症のご利用者を受け入れ

た場合に加算します。

サービス提供体制

強化加算（Ⅰ）

週 1 回（88 単位）

週２回（176 単位）

事業対象者

要支援１
92 円 184 円 276 円

より専門的な介護を行える体制とし

て、事業所の介護職員のうち介護福祉

士の占める割合が常勤換算で７０％

以上もしくは勤続 10 年以上の介護福

祉士が 25％以上の配置がある場合に

算定します。

事業対象者

要支援 2
184 円 368 円 552 円

サービス提供体制

強化加算（Ⅱ）

週 1 回（72 単位）

週２回（144 単位）

事業対象者

要支援 1
76 円 151 円 226 円 より専門的な介護を行える体制とし

て、事業所の介護職員のうち介護福

祉士の占める割合が常勤換算で５０

％以上である場合に算定します。

事業対象者

要支援 2
151 円 301 円 452 円

サービス提供体制

強化加算（Ⅲ）

週 1 回（24 単位）

週２回（48 単位）

事業対象者

要支援 1
25 円 50 円 75 円

より専門的な介護を行える体制とし

て、事業所の介護職員のうち介護福祉

士の占める割合が常勤換算で４０％

以上もしくは勤続7年以上の介護福祉

士が 30％以上の配置がある場合に算

定します。

事業対象者

要支援 2
51 円 101 円 151 円

科学的介護推進体制加算

（１月 40 単位）
42 円 84 円 126 円

ご利用者全員を対象として、ご利用

者ごとの心身の状況等やケアの内

容、リハビリテーション等のデータ

を厚生労働省へ提出し、厚生労働省

からのフィードバックを活用しつつ

ケアの質向上を図る取組みを実施し

ている場合に算定します。

送迎未実施減算

（－47 単位／片道）
-50 円 -99 円 -148 円

送迎を行わない場合は片道単位で減

額します。

介護職員処遇改善加算（Ⅰ）ロ
1 月につき所定の単位×

120/1000

キャリアパス要件及び職場環境等要件

を満たし、介護職員の処遇改善等を実

施しているものとして、所定単位数（基

本サービス費に各種加算減算を加えた

総単位）に 12.0％を乗じた単位数を加

算します。
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8、介護保険対象外の費用（通所介護・介護予防型デイサービス共通）

(1)食事およびおやつの提供にかかる費用

食事サービスを受ける方は食費(昼食 1 回あたり 720 円）が、おやつを希望される方は

おやつ代（１回あたり）120 円がそれぞれ必要となります。

(2)嗜好品に係る費用

コーヒーの提供を希望される方は、コーヒー代（１杯あたり）50 円が必要となります。

(3)キャンセル料

利用予定日の前日までに連絡があった場合 無 料

利用予定日の前日までに連絡がなかった場合
食費（720円）及び

おやつ代（120円）相当額

(4)レクリエーションや行事の材料費

行事等、ご利用者の希望によるレクリエーションに参加する場合の費用は実費が必要と

なります。

(5)写しの交付に伴い必要となる費用

写しの交付は１枚あたり 20 円が必要となります。

(6)その他日常生活においても通常必要となるものに係る費用（おむつ代等）

おむつを使用される方は、おむつ代として尿取りパット 30 円、リハビリパンツ 120 円、

フラットタイプ 50 円、テープ止め 150 円の実費がそれぞれ１枚あたり必要となります。

(7)洗濯代は、着数にかかわらず 1回当たり 70 円が必要です。

9、利用料等のお支払方法

毎月、10 日前後に前月分の請求をいたしますので、以下の方法によりお支払いください（口

座引き落としの場合は、27 日にお引き落しいたします）。

なお、入金確認（お支払い）後、領収証を発行します。

支払い方法 支払い条件等

銀行振り込み 振込でのお支払いを希望される方は、お問い合わせください。

口座引き落とし
毎月27日（非営業日の場合は翌営業日）に指定口座より引き落としさせ

ていただきます。

現金払い 当事業所の窓口にて、お支払いください。

10、緊急時等における対応方法

(1)サービスの提供を行っているときに、ご利用者に病状の急変、その他緊急事態が生じたときは、

速やかに主治の医師又はあらかじめ定めた協力医療機関に連絡する等、必要な措置を講じます。

(2)サービスの提供により事故が発生した場合は、京都市、ご利用者の家族、ご利用者に係る居宅

介護支援事業者又は地域包括支援センター等に連絡するとともに、事故の状況や事故に際して採

った処置について、記録し、再発防止のための対策を講じ、賠償すべき事故が発生した場合には、

損害賠償を速やかに行います。

11、苦情処理

(1)サービスの提供に係るご利用者やその家族からの苦情に迅速かつ適切に対応するために、苦情

を受け付けるための窓口を設置する等の必要な措置を講じます。また、提供したサービスに関し、

国又は地方公共団体が行う調査に協力するとともに、国又は地方公共団体から指導又は助言を受

けた場合は、当該指導又は助言に従って必要な改善を行います。
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(2) 提供したサービスに係るご利用者からの苦情に関して国民健康保険団体連合会の調査に協力

するとともに、国民健康保険団体連合会から指導又は助言を受けた場合は、当該指導又は助言に

従って必要な改善を行うものとする。

(3)サービス内容に関する苦情等相談窓口

当事業所相談窓口

相談解決責任者（施設長） 野田太司

受付担当者 (生活相談員) 辻井良仁・北村裕紀子・町出悠里

大西宏住

受付時間 午前8時30分～午後5時

電話番号:075-572-6677

苦情受付箱（事務所前に設置）

京都市山科区役所健康長寿推進課

高齢介護保険担当

京都市伏見区醍醐支所健康長寿推進課

高齢介護保険担当

大津市介護保険課

受付時間: 午前9時～午後0時、午後1時～午後5時

（年末年始・土日祝を除く）

電話番号:075-592-3290

受付時間: 午前9時～午後0時、午後1時～午後5時

（年末年始・土日祝を除く）

電話番号:075-571-6471

受付時間: 午前9時～午後0時、午後1時～午後5時

（年末年始・土日祝を除く）

電話番号:077-528-2753

京都府国民健康保険団体連合会

滋賀県国民健康保険団体連合会

受付時間: 午前8時30分～午後0時、午後1時～午後5時15分

（年末年始・土日祝を除く）

電話番号:075-354-9090

受付時間: 午前8時30分～午後0時、午後1時～午後5時15分

（年末年始・土日祝を除く）

電話番号:077-522-0065

12、非常災害対策

非常災害に備えて、消防計画、風水害、地震等の災害に対処するための計画を作成し、防火管理者

または火気・消防等についての責任者を定め、年２回以上定期的に避難、救出その他必要な訓練を

行います。

非常時の対応 別途定める消防計画にのっとり対応を行います。

避難訓練及び防災設備

別途定める消防計画にのっとり年２回避難訓練を行います。

設備名称 個数等 設備名称 個数等

スプリンクラー あり 防火扉・シャッター 1個所

避難階段 2個所 内消火栓 あり

自動火災報知機 あり ガス漏れ探知機 あり

誘導灯 46個所 非常警報機 あり

カーテン、布団等は防炎性能のあるものを使用しています。

消防計画等
消防署への届出日：令和5年7月10日

防火管理者：辻井良仁
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13、個人情報の保護

(1)ご利用者及びその家族の個人情報について「個人情報の保護に関する法律」及び厚生労働省が作

成した「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取り扱いのためのガイダンス」を遵守

し、事業所が取り扱うご利用者及び家族等の個人情報については、介護サービスの提供以外の目

的では原則的に利用しないものとします。

（2）サービス担当者会議等において、ご利用者の個人情報を用いる場合はご利用者の同意を、ご利

用者の家族等の個人情報を用いる場合は当該家族等の同意をあらかじめ文書により得るものとし

ます。

14、衛生管理等

(1)ご利用者の使用する施設、食器その他の設備又は飲用に供する水について、衛生的な管理に努

めるとともに、衛生上必要な措置を講じます。

（2）事業所において感染症が発生し、又はまん延しないように次に掲げる措置を講じるとともに、

必要に応じ医療衛生企画課の助言、指導を求めるものとします。

15、虐待防止に関する事項

(1)虐待の発生又はその再発を防止するため次の措置を講じます。

①虐待の防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催するとともに、その結果について、

従業員に周知を図る。

②従業者に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施する。

③虐待防止のための指針整備。

④虐待防止のための対策を検討する委員会を適切に実施するための担当者を置く。

(2)サービス提供中に、当該事業所従業者又は養護者（ご利用者の家族等高齢者を現に養護する者）

による虐待を受けたと思われるご利用者を発見した場合は、速やかにこれを市町村に通報します。

16、事業継続計画の策定等

（1）感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する指定通所介護の提供を継続的に実施するた

めの、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下「業務継続計画」という。）を策

定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じます。

（2）従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的に実施し

ます。

（3）定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行います。

17、身体拘束の禁止

(1)当事業は、利用者に対する身体的拘束その他行動を制限する行為を行いません。ただし、当該利用

者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合には、身体拘束の内容、

目的、理由、拘束の時間、時間帯、期間等を記載した説明書、経過観察記録、検討記録等、記録の

整備や適正な手続きにより身体等の拘束を行います。

(2)職員その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための研修を定期的に実施します。

18、ハラスメントに関する事項

適切なサービスの提供を確保する観点から、職場内及び訪問先において従業者に対する以下のハラス

メントの防止のために必要な措置を講じます。

ここでいうハラスメントとは、行為者を限定せず優越的な地位または関係を用いたり、拒否・回避が困
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難な状況下で下記（1）～（3）のいずれかの行為に該当するものとします。

(1)身体的な力を使って危害を及ぼす行為（回避して危害を免れた場合も含む）

（パワー・ハラスメント、カスタマー・ハラスメント他）

(2)個人の尊厳や人格を言葉や態度によって傷つけたり貶めたりする行為

（パワー・ハラスメント、カスタマー・ハラスメント他）

(3)意に沿わない性的な誘いかけ、好意的態度の要求等、性的な嫌がらせ

（セクシュアル・ハラスメント）

19、利用者への説明・同意等に係る見直し

利用者の利便性向上や介護サービス事業者の業務 負担軽減の観点から、政府の方針も踏まえ、

ケアプランや重要事項説明書等における利用者等への説明・同意について、以下の見直しを行う。

【省令改正、通知改正】

（1） 書面で説明・同意等を行うものについて、電磁的記録による対応を原則認めることとする。

（2） 利用者等の署名・押印について、求めないことが可能であること及びその場合の代替手段を明示

するとともに、様式例から押印欄を削除する。

20、その他運営についての留意事項

(1)従業者に対し、常に必要な知識の習得及び能力の向上を図るため研修(外部における研修を含む。)

を実施します。なお、研修の機会を次のとおり設けるものとし、また、業務体制を整備します。

①採用時研修 採用後 1 か月以内

②継続研修 年 5 回以上

(2)従業者は、業務上知り得たご利用者及びその家族の秘密を保持します。

(3)従業者であった者に、業務上知り得たご利用者及びその家族の秘密を保持させるため、従業者で

なくなった後においてもこれらの秘密を保持するべき旨を、従業者との雇用契約の内容に含むもの

とします。

(4)事業に関する記録を整備し、その完結の日から 5 年間保存するものとします。

(5)その他

事項 内容

通所介護（介護予防型デイサービス

計画）計画の作成及び事後評価

当事業所の職員が、ご利用者の直面している課題等及びご利用者

の希望を踏まえて、通所介護計画（介護予防型デイサービス計画）

を作成します。

また、サービス提供の目標の達成状況等を評価し、その結果を書面

に記載してご利用者に説明のうえ交付します。

21、サービス利用に当たっての留意事項

(1)サービス利用の際には、介護保険被保険者証を提示してください。

(2)施設内の設備や器具は本来の用法に従ってご利用ください。これに反した結果、破損等が生じた

場合、弁償していただく場合があります。

(3)敷地内での喫煙はご遠慮ください。

(4)他のご利用者の迷惑になる行為はご遠慮ください。

(5)所持金品は、自己の責任で管理してください。

(6)施設内での他のご利用者に対する金品の受け渡しや、執拗な宗教活動及び政治活動はご遠慮くだ

さい。

(7)正当な理由がなく、施設内で知り得た他のご利用者またはその家族の個人情報を漏らさないでく

ださい。特に、当施設の他のご利用者が入った写真等を使用する場合は、施設の許可を得てくだ
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さい。

22、第三者評価の受審状況

当事業所では、個々のサービス事業者の組織運営及びサービス提供内容について、その透明性を高

めるとともに、サービスの質の向上・改善に寄与することを主な目的として、介護サービス第三者評

価を受審しています。

直近の受審年月日：令和 8 年 1 月 29 日

評価機関名称：一般社団法人京都市老人施設協議会

評価結果につきましては、当施設ホームページおよび京都介護・福祉サービス第三者評価等支援機構

のホームページで閲覧いただけます。

・特別養護老人ホームヴィラ山科 http://www.takedahp.or.jp/group/welfare/villa_y/

・京都介護・福祉サービス第三者評価等支援機構 https://kyoto-hyoka.jp/

http://www.takedahp.or.jp/group/welfare/maru
https://kyoto-hyoka.jp/
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ヴィラ山科デイサービスセンターの利用にあたり、ご利用者に対して重要事項説明書を交付の

上、当事業所のサービス内容及び重要事項の説明をしました。

説明年月日： 令和 年 月 日

事業者 住 所 京都市伏見区深草正覚町 23 番

事業者（法人）名 社会福祉法人 京都悠仁福祉会

事業所名 ヴィラ山科デイサービスセンター

（事業所番号） 2674100041

代表者名 理事長 武田 隆久

説明者 職 名 生活相談員

氏 名

私は、重要事項説明書に基づいて貴事業所のサービス内容及び重要事項の説明を受け、その内容

に同意のうえ、本書面を受領しました。

ご利用者本人

住 所

氏 名

（署名・法定）代理人 住 所

氏 名

（ご利用者との関係： ）


